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１．はじめに 
 公共事業執行における意思決定プロセスへ市民の意見を反映することを目的とし市民委員会等の対話型パ

ブリックインボルブメント（ＰＩ）手法が各所の事業計画策定段階に導入されつつある。 
 今後、対話型ＰＩ手法の普及に伴いＰＩ手法自体の効率性向上が求められる。これまで効率性を考えるた

めに、ＰＩ手法を調査し、事業特性や地域特性等のデータを収集し、類型化 1)を試み、各個別の会議プロセ

スを分析した。その結果、現行のＰＩプログラムに内在する課題、手法に期待されている成果に対する仮説

を産出した 2)。本稿では対話型プログラムを効果的にするために必要な方策を提案することを目的とする。 
 
２．対話プログラムの位置付けに対する行政の担当者の意識 
 2000年6月に建設省（当時）の工事事務所のＰＩ関連業務を担当する部署の職員を対象とし、情報共有・
対話に用いている手法に関しての意識調査を実施した 3)。各種の手法を選択した時点で期待していた効果と

活動により実際に得られた効果についての質問し、150 の事務所から 551 事例について回答を得た。うち、
最も多く回答された手法は、計画策定のために住民代表等からなる委員会を設置する手法で 93 件の報告を
得た。委員会設置の効果として選択された項目にはばらつきがあり、ＰＩ活動を企画する際に目的に対して

適切な手法の選定をするための情報の不足が考えられた。アンケートの回答に対して主成分クラスター分析

（図－1）を実施した結果、以下の性格の異なる 4 種類の目的に対してほぼ同様の手法が活用されている事
がわかった。 
・事業実施段階での利害関係の強い、地域の人々の具体的要 
 望等の収集と活用 
 ・具体的な設計に対する専門的な内容を含む技術検討 
 ・計画に対して利害や意見を持つ人々との早期の意見交換 
 ・長期構想、継続的参加活動に関する意見交換 
現在これらを区別する名称がないことから、参加者個々人が自

分の役割を把握せずにＰＩプログラムに参入したり、過大な期

待を持って参加する怖れもある。これらは、ＰＩ活動がもたら

す効果に対する行政側ＰＩ担当者とＰＩに参加した方々との意

識の違いとしても現れている 3)。また、逆にＰＩの実施主体と

なる行政機関が、参加者に対して過大な成果を期待することも

考えられる。今後、効果的なＰＩ活動を目指すにあたり、活動の企画時に目的に応じて手法を調整する方法

を提案していく必要がある。また、会合の設置目的別に選択できる会議の基本ルールの雛型を用意し、ルー

ルが必要な背景や原理原則をあわせて説明していく必要がある。 
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 現在多くの場合、これらは少数の経験者の個人的な知識として留まってしまっていることが課題である。 

 
３．国土交通省の情報共有・対話プログラムに対する SWOT分析 
 前記の担当者の誤解や知識不足などは、ＰＩ活動を萎縮させる要因として働くことが多い。しかし、昨今

の制度の改革や情報化の進展などを好機ととらえ、特徴を活かした取組みを行うことが今後のＰＩ技術の成

長材料として効果的に働くことと考えられる。内外の要因から、行政機関として今後どのような戦略をとる

ことが課題解消のために効果的であるかを国土交通省の活動を例にして表－1に分析した。 
表－１ SWOTマトリックス 
強み（Strength） 弱み（Weakness）    内部要因 

 
 
 
 
 
 

外部要因 

・ 職員の技術力 
・ 職員の職業意識 
・ データに基づいた長期計画の存在 
・ 国の機関であることの重み 
・ 現地事務所の存在と直轄で行う事業

を持つことによる地域との密着 
・ プロジェクトの継続に関する基盤 

・ 担当職員の PIに関する経験不足 
・ 計画段階での PI予算枠の不在 
・ 行政の無謬性実現への暗黙の圧力 
・ 単年度会計制度 
・ 短い転勤サイクル 
・ 外から見て不明確な意思決定プロセス 
・ 前例主義 

機会（Opportunity） SO － 戦略／重点課題 WO － 戦略／重点課題 
・ まちづくり系のコンサルタ
ント、NPO等の存在 
・ マスメディア、住民の関心
の高まり 
・ 参加に関する施策の増加 
・ 情報公開法の施行 
・ 重要な社会資本整備に対す

る高いニーズ 
・ インターネットの普及 

・ アカウンタビリティの向上により、
信頼を得る 
・ インターネットの活用による情報の
積極的な公開・提供 

 

・ PIプログラム運営を外部に委託 
・ 市民が主体的に実施している活動をサ

ポート 
・ ＰＩ、参加等の手法を紹介するマニュ

アル的なものを作成し、行政担当者、

第三者が参照できるようにする。 
・ 社会実験など、試行による開始 
 

脅威（Threat） ST － 戦略／重点課題 WT － 戦略／重点課題 
・ （道路、河川）管理責任 
・ マスメディアによる批判 
・ 住民等意見の多様性 
・ 関心住民範囲の広がり 
・ 無関心な人々の増加 
・ 少子高齢化による社会構造

の変化 
・ 緊急性の高い社会資本ニー

ズの減少 
・ 政治による影響 
・ 過去のこじれた事例の存在 

・ 地域・流域連携のコーディネート 
・ 発行物等による広範囲への定期的な
広報 
・ 各種イベントへの関与により関心層
の幅を広げ、無関心な人々を減らす 

 

・ 職員研修によるコミュニケーション技

術の向上 
・ 先進的事例を文書化し有効活用 
・ 意思決定プロセス、意思決定権者を明
確に示した文書の作成と公開 
・ プロジェクトの進行、意思決定の過程

を逐次文書化して公開可能な形で残
す。 
・ ＰＩ活動を事業プロセスの中に明確に
位置付ける 

４．まとめ 
 上記のＳＷＯＴ分析から見出された戦略、重点課題のいくつかは既に施策として取り組まれている。これ

らは、今後のフォローアップ調査等により、経過や展開を観察していくことが重要である。 
 また、いくつかについては、これから取組みを開始していくことが、重要であると考えられる。土木技術、

マネジメントに限らない学際的な調査研究アプローチの広がりによる支援が期待される。 
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